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・一定の自主性・自律性を発揮し、中期的視点から効率的かつ効果的な事務・事業の実施が期待さ
れる法人。 
・中期的な目標管理により当該期間中（３～５年）に裁量を発揮し、目標達成を図る。 

民営化・他の法人制度を活用 

●特殊会社化 

・国の関与の下で政策上必要な業務の的
確な実施を確保しつつ、会社法のガバナ
ンスに基づく企業的経営により事業を効
率的・機動的に実施 

（例）農林漁業信用基金、日本貿易保険 

・国の責任と判断の下
で、国と密接な連携を
図りつつ、確実・正確
な業務執行に重点を
置いて事務・事業を行
う法人。 

・国の指示した目標の
もと、停滞が許されな
い事務・事業について、
単年度で業務運営。 

・簡素な意思決定の仕
組みを整備（運用）。 
・単年度の財政措置が
原則。合理的な理由
がある場合は繰越も認
める（運用）。 

 
（例）造幣局、農林水産
消費安全技術セン
ター、駐留軍等労働
者労務管理機構 等 
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・研究開発面における国際水準にも即した目標設定・評価のため、研究評価に係る審議会（外国人も参加可）を
設置。 
・総合科学技術・イノベーション会議の関与により、国際水準で統一的な評価指針の整備、点検等を実施。 
・中期目標期間については、５年を超えて7年までの間で設定可能。 

・研究開発の特性に関連した制度運用（国際的頭脳循環の促進、自己収入の扱い、会計基準の在り方等）につ
いて、適切な内容となるよう、関係部局とも協議し、対応。 
・支出の内部チェック等の取組を強化。                

・重要事項等を審議する機関を設置 
・機動的な収蔵品購入や修復のための基金の創設 
・自己収入に関する目標の設定      

・適正な受益者負担の確保 
・就職率向上等目標の明確化 

・重要事項等を審議する機関を設置 

●医療関係法人 

・医療法の体系を活用しつつ、経営の自律
化と医療機能の強化を実現 

 （例）国立病院機構、労働者健康福祉機
構 

●個別法により設立される法人 

・医薬の検査等国民の生命に直結する業
務を実施し、運営費交付金に依存しない
法人について、ガバナンスの強化と機動
的な経営確保を実現 

 （例）医薬品医療機器総合機構 
 

・国民の財産の保全・運用等の重要な業務
を行い、運営費交付金に依存しない法人
について、ガバナンスを強化 

 （例）年金積立金管理運用独立行政法人 

国立研究開発行政法人 

「独立行政法人」制度を廃止、「行政法人」制度を創設 
行政法人＝主務大臣の政策目標達成のための法人 

文化振興型 

人材育成型 

大学連携型           

・法人の財務を点検する体制の整備 
・金融庁検査になじむ事務事業に対し、金融庁検査の
導入を検討 

金融業務型           
・海外事務所評価の共通ルール設定 
・ワンストップサービスのため、海外事務所を機能的に
統合 

国際業務型  

・運営費交付金の内容を精査し、補助金等に切り替え 

・主務大臣が業務・財務の改善目標に重点を置いて評
価 

行政事業型 

          ・違法、不適切な業務運営が明らかな場合、主務大臣の是正・業務改善命令等の必要な措置を明記。 
          ・監事、会計監査人に対し調査権限機能を付与。適正な業務運営に係る役員の義務と責任を明確化。 
          ・役員の任命に当たり原則として公募を実施。役職員の再就職あっせん規制などを導入。 

          ・交付金の財源が税金であることを踏まえ、適正な使用に係る責務を明記。 
          ・交付金について事業別の積算等を公表、予算と実績の乖離を把握（運用）。                

          ・自己収入を増加させた場合におけるインセンティブを強化（運用）。 

          ・政策責任者たる主務大臣が目標設定から評価まで一貫して実施。 

          ・中期目標期間終了時に法人の存廃を含め、業務・組織を全般的に見直し。 

          ・総務省に中立・公平な第三者機関（行政法人評価制度委員会、委員は内閣総理大臣任命）を設置、点検により 
           主務大臣のいわゆる「お手盛り」を防止。併せて行政評価・監視等を活用。 
          ・国民説明会の実施など情報公開を強化（運用）。 
          ・事業別のセグメント情報を充実するとともに、交付金投入につき業務達成基準を原則採用（運用）。 

行政法人制度の共通ルール 

組織 

財務 

目標・評価 

透明性 

・共通ルールを適用 

その他           

●法律等により在り方の見直しが予定されている法人 

（例）国立公文書館、年金・健康保険福祉施設整理機構、
国立がん研究センター、国立循環器病研究センター、
国立精神・神経医療研究センター、国立国際医療研究
センター、国立成育医療研究センター、国立長寿医療
研究センター 等 

●民間法人化 

・民間法人として事業を実施 

（例）海上災害防止センター 

～我が国の成長に資する政策実施機能の強化に向けて～ 

全法人一律の現行制度と組織を抜本的かつ一体的に見直し、事務・事業の特性に着目して類型化するとともに、最適なガバナンスを構築 

中期目標行政法人 

今回の通則法改正で措置 

行政法人の法人類型・ガバナンス 
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●医療関係法人等 

 

 

●個別法により設立される法人 

 

国立研究開発行政法人 

事務・事業の特性を踏まえた最適なガバナンスの構築（行政法人） 

文化振興型 

人材育成型 

大学連携型           

金融業務型           

国際業務型  

行政事業型 

～我が国の成長に資する政策実施機能の強化に向けて～ 

全法人一律の現行制度と組織を抜本的かつ一体的に見直し、事務・事業の特性に着目して類型化するとともに、最適なガバナンスを構築 

中期目標行政法人 

 

 
 

その他           

●法律等により在り方の見直しが予定されて
いる法人 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

今後、組織の在り方や大幅な合理化を検討           

平和祈念事業特別基金 

国立大学財務・経営センター 

日本万国博覧会記念機構 

空港周辺整備機構 

農林漁業信用基金 

日本貿易保険 

●民間法人化 

 

国立病院機構 

労働者福祉健康機構 

医薬品医療機器総合機構 
年金積立金管理運用 
独立行政法人 

国立公文書館 

郵便貯金・簡易生命保険 
管理機構 

年金・健康保険 
福祉施設整理機構 

国立がん研究センター 

国立循環器病研究センター 

国立精神・神経医療研究センター 

国立国際医療研究センター 

国立成育医療研究センター 

国立長寿医療研究センター 日本原子力研究開発機構 

原子力安全基盤機構 

国立美術館、国立文化財機構、日本芸術文化振興会 

国立科学博物館 

 大学評価・学位授与機構、大学入試センター、 
 日本学生支援機構 

日本学術振興会 

奄美群島振興開発基金 

中小企業基盤整備機構 

農業者年金基金 

日本貿易振興機構 

国際協力機構 

航海訓練所、海技教育機構 

水産大学校、水産総合研究センター 

農畜産業振興機構 鉄道建設・運輸施設整備機構 

環境再生保全機構 

総務省所管 

情報通信研究機構 

文部科学省所管 

宇宙航空研究開発機構 

（科学技術振興機構については、今後、資金配分実施機関として、  
抜本的に在り方を見直し） （今後、資金配分実施機関として、 

 抜本的に在り方を見直し） 
厚生労働省所管 

国立健康・栄養研究所、医薬基盤研究所 

労働安全衛生総合研究所、労働政策研究・研修機構 

農林水産省所管 

農業・食品産業技術総合研究機構、農業生物資源研究所、 
農業環境技術研究所、国際農林水産業研究センター 

森林総合研究所 

経済産業省 

産業技術総合研究所、情報処理推進機構、経済産業研究所 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 
（今後、資金配分実施機関 
 として、抜本的に在り方を 
 見直し） 

国土交通省所管 

土木研究所、建築研究所、海上技術安全研究所、 
港湾空港技術研究所、電子航法研究所 

環境省所管 

国立環境研究所 

北方領土問題対策協会 国立高等専門学校機構 高齢・障害・求職者雇用支援機構 

国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 

勤労者退職金共済機構 

種苗管理センター、家畜改良センター 

石油天然ガス・金属鉱物資源機構 

自動車検査独立行政法人、交通安全環境研究所 

自動車事故対策機構 日本高速道路保有・債務返済機構 

国立青尐年教育振興機構 国立女性教育会館 日本スポーツ振興センター 水資源機構 航空大学校 

造幣局 

国立印刷局 

製品評価技術基盤機構 

農林水産消費安全技術センター 

駐留軍等労働者労務管理機構 

国立特別支援教育総合研究所 

国
民
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工業所有権情報・研修館 

福祉医療機構 

理化学研究所、物質・材料研究機構、防災科学技術研究所、海洋
研究開発機構、科学技術振興機構 

国際交流基金 

海上災害防止センター 

国際観光振興機構 

赤字は、組織等を大幅に見直す法人 

 
          

住宅金融支援機構 

都市再生機構 

本年度中に方向性等、24年夏までを 
目途に法人のあり方等について結論 

国際交流基金 

国際観光振興機構 

※4法人の海外事務所については、機能的に統合 

統計センター 

放射線医学総合研究所 

２ 

内閣官房行政改革推進室作成資料 



独立行政法人 国立健康・栄養研究所の概要 

 

 

１．名 称 独立行政法人 国立健康・栄養研究所 

 

２．所在地 新宿区戸山１－２３－１ 

 

３．沿 革 

  大正９年９月 栄養研究所の設立 

  昭和 13 年１月 厚生省創設に伴い、所管が内務省から厚生省に移管 

    22 年５月 国立栄養研究所に改称 

    23 年３月 新宿区戸山町（旧陸軍軍医学校庁舎）に移転 

  平成元年 10 月 国立健康・栄養研究所に改称 

    ４年 10 月 厚生省戸山研究庁舎へ移転 

    13 年４月 独立行政法人化 

18 年４月 非特定独立行政法人化 

 

４．人 員  ４４名（平成２４年４月１日現在） 

         ○役  員  ４名（理事長１、理事１、監事２（非常勤）） 

       ○常勤職員 ４０名 

 

５．予 算  ６６７百万円（平成２４年度運営費交付金） 

 

６．業 務 

  ○ 国民の健康の保持及び増進に関する調査及び研究を行うこと。 

  ○ 国民の栄養その他国民の食生活の調査及び研究を行うこと。 

  ○ 食品について栄養生理学上の試験を行うこと。 

  ○ 上記に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

  ○ 健康増進法第１０条第２項の規定に基づき、国民健康・栄養調査の実施 

に関する事務を行うこと。 

  ○ 健康増進法第２６条第３項（同法第２９条第２項において準用する場合 

を含む。）の規定に基づき、同法第２６条第１項の規定による許可又は同 

法第２９条第１項の規定による承認を行うについて必要な試験を行うこ                                  

と。 

  ○ 健康増進法第２７条第５項（同法第２９条第２項、第３２条第３項及び   

第３２条の３第３項において準用する場合を含む。）の規定により収去さ   

れた食品の試験を行うこと。 







独立行政法人 医薬基盤研究所の概要 

 

 

１．名 称 独立行政法人 医薬基盤研究所 

 

２．所在地 大阪府茨木市彩都あさぎ７丁目６番８号 

 

３．沿 革 

  平成 17 年４月 国立医薬品食品衛生研究所大阪支所を母体とし、国立感染症         

研究所、独立行政法人医薬品医療機器総合機構の組織の一部         

を統合して設立 

 

４．人 員  ８０名（平成２４年４月１日現在） 

         ○役  員  ４名（理事長１、理事１（非常勤）、監事２（非常勤）） 

       ○常勤職員 ７６名 

 

５．予 算  ８，９５９百万円（平成２４年度運営費交付金等） 

                                                   ※復興特別会計含む 

６．業 務 

  ○ 医薬品及び医療機器等並びに薬用植物その他の生物資源の開発に資する   

こととなる共通的な研究を行い、その成果を普及すること。 

  ○ 基礎的研究を他に委託して行い、その成果を普及すること。 

  ○ 試験研究を政府等以外の者に委託して行い、その成果を普及すること。 

  ○ 政府等以外の者に対し、試験研究を国の試験研究機関又は試験研究に関 

する業務を行う独立行政法人と共同して行うことについてのあっせんする 

こと。 

  ○ 海外から研究者を招へいすること。 

  ○ 医薬品技術及び医療機器等技術に関する情報を収集し、整理し、提供し、 

及び調査すること。 

    ○  希少疾病用医薬品及び希少疾病用医療機器に関する試験研究に関し、必      

要な資金に充てるための助成金を交付し、並びに指導及び助言を行うこと。 
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独立行政法人理化学研究所の概要 

 

 

 独立行政法人理化学研究所（理研）は独立行政法人理化学研究所法により科学技術（人

文科学のみに係るものを除く。）に関する試験及び研究等の業務を総合的に行うことに

より、科学技術の水準の向上を図ることを目的とし、日本で唯一の自然科学の総合研究

所として、物理学、工学、化学、生物学、医科学などにおよぶ広い分野で研究を進めて

います。 

 当研究所は、1917 年（大正 6 年）に財団法人理化学研究所として創設されました。戦

後、株式会社「科学研究所」、特殊法人時代を経て、2003 年（平成 15 年）10 月に文部

科学省所管の独立行政法人理化学研究所として再発足しました。 

研究成果を社会に普及させるため、大学や企業との連携による共同研究、受託研究等を

実施しているほか、知的財産権等の産業界への技術移転を積極的にすすめています。 

 

科学技術政策における理研の役割 

 

 

  

理化学研究所ＨＰから抜粋 

http://www.riken.jp/r-world/riken/law/dokuritsu/index.html
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運営に関する 5 つの基本方針 

「野依イニシアチブ」 

1. 見える理研 

o 一般社会での理研の存在感を高める 

o 研究者、所員は科学技術の重要性を社会に訴える 

2. 科学技術史に輝き続ける理研 

o 理研の研究精神の継承・発展 

o 研究の質を重視。「理研ブランド」：特に輝ける存在 

o 知的財産化機能を一層強化、社会・産業に貢献 

3. 研究者がやる気を出せる理研 

o 自由な発想 

o オンリーワンの問題設定 

o ひとり立ちできる研究者を輩出 

4. 世の中の役に立つ理研 

o 産業･社会との融合連携 

o 文明社会を支える科学技術 

（大学、産業にはできない部分） 

5. 文化に貢献する理研 

o 自分自身、理研の文化度向上 

o 人文・社会科学への情報発信 

 

 

理研における研究体制 

理研の研究組織は、基幹研究事業、研究基盤事業、戦略研究事業及び社会知創成事業

の 4 つの機能を持つセンター等より構成されます。新たな研究領域を開拓しつつ、最高

水準の研究基盤の整備・共用・利用研究を行い、国家的・社会的ニーズを踏まえた戦略

研究を進めています。また、所内外の連携を積極的に進めています。 
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組織図 
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独立行政法人産業技術総合研究所の概要 

 

 

産業技術総合研究所は日本の産業を支える環境・エネルギー、ライフサイエンス、情

報通信・エレクトロニクス、ナノテクノロジー・材料・製造、計測・計量標準、地質と

いう多様な６分野の研究を行う我が国最大級の公的研究機関です。 

本部を東京及びつくばに置き、つくばセンターを除く全国８ヶ所にそれぞれ特徴ある

研究を重点的に行う地域センターを配しています。総職員数は約 3,000 名。その内 2,000

名以上の研究者が、組織・人材・制度を集積する「オープンイノベーションハブ」構想

の基に、産業界、大学、行政との有機的連携を行い、研究開発からイノベーションへと

展開しています。 

特に産総研が貢献するべき重要分野として世界最高水準にある我が国の環境・エネル

ギー技術をさらに発展させる「グリーン・イノベーションの推進」、質の高い医療サー

ビスへのニーズに応え、少子高齢化社会・介護などの課題に対応する「ライフ・イノベ

ーションの推進」、国の安全・安心を支える「知的基盤の整備・推進」、科学技術立国

を掲げる我が国の産業競争力の強化、明るい未来社会を切り拓く「先端的技術開発の推

進」を研究推進戦略としています。 

基本情報表 

組織名 独立行政法人産業技術総合研究所 

英語名称 National Institute of Advanced Industrial Science and Technology 

 (略称：AIST) 

理事長  野間口 有（のまくち たもつ） 

所在地   

 ・東京本部 〒100-8921 東京都千代田区霞が関一丁目３番１号 

 ・つくば本部 〒305-8568 茨城県つくば市梅園 1-1-1 中央第 2 つくば本部・情報技術共同

研究棟 

 ・地域研究拠点 全国 8 箇所（北海道、東北、臨海副都心、中部、関西、中国、四国、九州） 

創立 2001 年（平成 13 年）4 月 1 日 

主な事業内容 産業技術に関わる研究 

予算 約 969 億 85 百万円（平成 22 年度決算） 

職員数 2,949 人（平成 24 年 4 月 1 日現在員） 

 

産業技術総合研究所ＨＰから抜粋 
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